
計 80 の日本企業・機関が中国の輸出規制リストに掲載されたと聞きました。対日輸出規制の強化は、
リスト掲載先だけが注意すればよいのでしょうか。
いいえ。規制の範囲や対象などが曖昧な形で広がるなか、掲載先以外の企業も違法行為の「要注
意類型」を押さえ、最新情報に基づき慎重かつ冷静に対応する必要があります。
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として、2月 24 日に 20 の日本企業・機関を「輸出
管理規制リスト」に掲載し、6月 29日にさらに 20社・
機関を追加しました。
　これまで輸出管理規制リストに掲載されたのは米
国の軍需企業などが中心でした。この時期に、日本
企業・機関に限定して行われた指定には、上記の 1
号公告を具体化した面もあると言えます。
　こうした掲載先に対しては、中国からの両用品目
の輸出と、中国原産の両用品目の第三国からの移転・
提供が原則禁止されます。公告上の直接的な禁止範
囲とは別に、両用品目に該当しない品目についても、
税関審査や物流会社の判断により、実務上の遅延や
取引停止等が生じる可能性も懸念されています。

注視リストへの掲載

　管理規制リストと合わせて、同じ2月24日に20社・
機関、6月 29日にさらに 20の日本企業・機関が「注
視リスト」（監視リスト）に掲載されました。これら
の企業等について、両用品目の最終利用者・最終用
途を確認できないこと等が理由とされています。
　注視リストは、直ちに輸出禁止となるリストでは
ありません。しかし、包括許可などを利用できず、
個別許可の申請時にはリスク評価報告書や「日本の
軍事力向上に寄与する用途に使用しない」旨の書面
等の提出が求められます。審査期間も通常の法定期
間である 45営業日の適用外となります。民間企業向
けの輸出であっても、許可取得の長期化や追加資料
の要求、最終用途・最終需要者の説明負担の増大な
どがあり得ます。

大連で日本人2人が拘束

　26年 6月 24 日、大連で日系企業の日本人従業員
2人が 5月 18 日と 25日にそれぞれ「国家輸出入禁
止貨物密輸罪」の容疑で拘束されたことが報道され

2026年、対日輸出規制が急速に強化

　25年 11 月の高市首相の国会発言に中国側が強く
反発し、日中関係の緊張は一気に高まりました。
　その後、中国は、26年 1月 6日の日本への両用品
目輸出規制強化（1号公告）を皮切りに、日本を明示
的な対象とする輸出管理措置を相次いで導入しまし
た。2月 24 日には二つの輸出規制リストに各 20の
日本企業等を掲載し、その後も、5月の邦人身柄拘束
や 6月 29日のリスト追加など、規制・執行の両面で
強化が進みました。また、日本企業だけを対象とす
るものではありませんが、6月 24日には通報奨励や
典型的な違法行為を示す 26号公告も出されました。

日本の“軍事力向上”阻止目的の両用品目輸
出規制強化（1号公告）

　両用品目とは、民生用にも軍事用にも使い得る製
品、材料、技術です。日本や欧米等でも従前から広
く輸出管理の対象であり、中国でも輸出管理規制法
等によって規制されています。1号公告では、「すべ
ての両用品目」については、日本の軍事利用者・軍
事用途向けに加え、「日本の軍事力向上に寄与する」
その他の最終利用者・用途への輸出も広く禁止して
おり、規制範囲の外延の不明確さが際立っています。
　さらに、中国国外の第三国等の企業や個人が、中
国原産の対象品目を日本の組織・個人に移転・提供
する行為にも法的責任を問う旨が示されました。こ
のため、欧州やアジアの取引先から代替調達する場
合等も、少なくとも中国のルール上、規制対象とな
り得ます。

輸出管理規制リストへの掲載

　中国商務部は、日本の軍事力向上に関与している
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ました。中国外交部も、2人が中国法違反により拘束
されたとコメントしました。
　具体的な行為や対象品目などは正式に公表されて
いませんが、少なくとも、輸出管理に関係する行為が、
企業への行政処分にとどまらず、従業員個人の身柄
拘束や刑事手続につながり得ることを改めて示す事
案と言えます。

取締りの重点類型等が示された26号公告

　26 号公告は、上記の身柄拘束が報じられた 6月
24 日に公布されました（施行は同年 7月 1日）。戦
略鉱物に関する輸出管理違反の通報を促すとともに、
当局が重点的に取り締まる違法行為を 13類型に整理
して示しています（なお、この公告は日本企業のみ
を対象とするものではありません）。
　主な違法行為としては、無許可輸出、許可範囲を
超える輸出、改造・分解による規制回避、第三国経
由の迂回輸出、規制技術の違法な国外移転、違法輸
出への物流・通関・金融サービスの提供、違反の教唆・
幇助などが挙げられています。
　こうした具体的な類型を列挙したこと自体、中国
当局が監視と執行を強めるメッセージとも言えます。
また、同公告では自主申告についても触れ、自ら違
反またはそのおそれを報告したことを、処分を軽減
する際の考慮要素としています。

日本企業として注意すべきこと①　　　　　
（リスク範囲の不明確な広がり）

　以上を見てきたように、近時の対日輸出規制強化
では、日本企業にとってのリスクの範囲があいまい
な形で広がっている点に注意が必要です。例えば、
第三国を経由した再輸出、規制対象品を組み込んだ
製品、最終需要者や最終用途の判断などは、規制範
囲の外延が必ずしも明確ではありません。
　また、輸出管理規制リストや注視リストに掲載さ
れた企業だけが注意すればよいわけではありません。
リスト掲載企業の子会社や取引先となる企業はもち
ろん、リストに直接関係しない日本企業も、許可審
査の長期化、追加資料の要求、物流・取引の停滞など、

実務上の影響を受ける可能性があります。自社がリ
ストに掲載されていないだけで、影響がないとは判
断できません。

日本企業として注意すべきこと②　　　　　
（違法行為の「要注意類型」の把握）

　中国現地法人における輸出管理対応では、26号公
告や過去の処罰事例などを参考に「要注意類型」を
具体的に把握し、関係部門で共有することが、これ
まで以上に重要です。特に、第三国を利用した迂回
輸出や仕向地の偽装、HSコードなど品目情報の誤り、
規制回避目的の改造・分解、許可範囲を超えた輸出、
最終需要者・最終用途の確認不足等に注意が必要で
す。また、物流、通関、技術その他の役務を提供す
る企業も、違法な輸出行為へのサービス提供自体が
違法とされ得る点に注意が必要です。

日本企業として注意すべきこと③　　　　　
（正確な情報と冷静な対応）

　こうした状況に対処するには、正確な情報を適時
に収集し、社内の判断や運用を随時更新することが
欠かせません。当局、信頼できるメディアや専門機関、
専門家など、複数の情報源を組み合わせて確認する
ことが望まれます。
　輸出規制とは別ですが、最近のサプライチェーン
管理強化に関する弁法では、中国国内の違反者に対
する措置の一つとして出国制限が規定されるなど、
企業だけでなく担当者個人にも影響し得る新しい動
きがみられます。日本企業としても、輸出管理だけ
を切り離して考えるのではなく、中国の経済安全保
障における関連制度全体の動向を継続的に確認する
必要があります。
　もっとも、過度に萎縮する必要はありません。重
要なのは、取引ごとのリスクを見極め、必要な確認
と対策を講じたうえで、従来以上に慎重に、しかし
冷静に対応することです。

●本稿は執筆時点（26年 7月）の情報に基づきます。

森・濱田松本法律事務所外国法共同事業
弁護士　石本 茂彦


